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文京区立駒本小学校「いじめ防止基本方針」 

 

 いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格

の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがある。 

 特に学校においては、「いじめは決して許されない」という指導を徹底すると同時に、「いじめはいつ

でもどこでも、どの学校にもどの学級にもどの児童にも起こり得るものである」という認識に立ち、家

庭・地域・関係機関と連携し、日頃からいじめの兆候を早期に把握し、迅速に対応できるよう努めなけ

ればならない。 

 全ての児童が、楽しく豊かな学校生活を送ることができるよう、いじめのない学校を目指すとともに、

いじめ問題の未然防止、早期発見、早期解決を図るために「駒本小学校『いじめ防止基本方針』」を策定

する。 

 

１ 駒本小学校におけるいじめ防止のための基本的な認識 

（１） いじめの定義 

 

 

 

 

 

 

  ※「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童生徒や、塾やスポーツクラブ等

当該児童生徒が関わっている仲間や集団（グループ）など、当該児童生徒と何らかの人的関係を指す。 

  ※「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、嫌なことを無理矢理させられ

たりすることなどを意味する。いじめられた児童・生徒の感じる被害性に着目した見極めが必要である。 

 

（２）基本理念                    （いじめ防止対策推進法第 3 条） 

 

①  いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童に関係する問題であることに鑑み、児童

が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わずいじめが行われ

なくなるようにすることを旨とする。 

②  いじめの防止等のための対策は、全ての児童等がいじめを行わず、及び他の児童等に対して行

われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにするため、いじめが児童等の心身

に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童等の理解を深めることを旨とする。 

③  いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護することが特に

重要であることを認識しつつ、教育委員会、学校、地域住民、家庭その他の関係者の連携の下、

いじめの問題を克服することを目指して行う。 

 

（３）いじめの禁止                  （いじめ防止対策推進法第 4 条） 

 

  児童は、いじめを行ってはならない。  

 

 

（４）学校及び学校の教職員の責務           （いじめ防止対策推進法第 8 条） 

 

 学校及び学校の教職員は、上記（２）の基本理念にのっとり、本校に在籍する児童の保護者、地域住

民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期発見に取り組む

とともに、本校に在籍する児童がいじめを受けていると思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処す

る責務がある。  

 

 

 いじめとは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等

と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インタ

ーネットを通じて行われるものを含む）であって、当該行為の対象となった児童等が心身

の苦痛を感じているものをいう。          （いじめ防止対策推進法第 2 条） 



（５）保護者の責務                  （いじめ防止対策推進法第 9 条） 

 

①  保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、その保護する児童がいじめ

を行うことのないよう、当該児童に対し、規範意識を養うための指導その他の必要な指導を行う

よう努める。 

②  保護者は、その保護する児童がいじめを受けた場合には、適切に当該児童をいじめから保護す

る。 

③  保護者は、本校が講ずるいじめの防止等のための措置に協力するよう努める。 

④  上記①の規定は、家庭教育の自主性が尊重されるべきことに変更を加えるものと解するもので

はなく、また、上記③の規定は、いじめの防止等に関する本校の責任を軽減するものではない。 

 

２ 駒本小学校におけるいじめ防止の基本的な考え方 

（１） 本校におけるいじめの防止 （いじめ防止対策推進法第 15 条） 

 

  本校は、豊かな心情と道徳実践力を育成していくことがいじめの防止に資することを踏まえ、異年

齢・異学年交流等、人とかかわる活動を全教育活動の中に意図的・計画的に取り入れ、温かい人との

かかわりづくりの中で、思いやりの気持ち、規範意識等を育んでいく。  

 

 【具体的な取組】 

  ・思いやりの心や児童一人一人が、かけがえのない存在であることや命の大切さ等について、 

道徳や学級活動での指導を通して意図的・計画的・継続的に育む。特に教科化された道徳の授業

において、人権尊重について重点化させていく。また弁護士を活用した「いじめ防止授業」も実

施するなど、関係機関の出前授業も活用する。 

・縦割り班での活動を意図的・計画的に取り入れ、高学年には低学年を思いやる気持ち、低学年に

は高学年になったらこうなりたいという憧れの気持ちを育む。 

  ・都の「ふれあい月間」（６月、１１月、２月）、本区の「いのちと人権を考える月間」（５月、１２

月）を活用し、いじめ防止への取組の充実を図る。 

  ・道徳授業地区公開講座を活用し、道徳教育の推進を図る。 

  ・「いじめ問題に対応できる力を育てるためにーいじめ防止教育プログラム（東京都教育委員会）」

及び「いのちと心のアサーションプログラム（文京区教育委員会）」を活用し、いじめ防止に向け

た取組を行う。アサーションプログラムは全学年にカリキュラムとして組み込み、教科の枠を超

えて年間を通して計画的に行う。特に問題行動の未然防止のための枠組みとして捉え、重点的に

取り組む。 

  ・いじめ防止に関わる校内研修を実施し、教職員の人権意識及び指導力の向上を図る。 

  ・学校公開や保護者会等の機会を活用し、いじめ防止に向けた啓発を行う。 

  ・人権意識や規範意識を身に付けさせる指導を行う。特に発達障害のある児童や LGBT や性的指向・

自認に係る児童、大震災に被災した児童など人権上配慮が必要な児童の特性を踏まえ、日常的に

保護者と連携しながら、ほかの児童に対して適切な指導を行う。 

  ・自己肯定感や自尊感情を高める指導を行う。学校及び学級で児童一人一人が活躍のできる場や機

会を意図的に設定する。それらの機会を通して、子どもたち同士が心の結び付きや信頼感を深め

るとともに、主体的な学び合いを進める。（居場所づくりと絆づくり） 

  ・授業力向上を図り、授業のユニバーサルデザイン化５つの視点「構造化」「視覚化」「焦点化」「共

有化」「意欲化」を活用した授業を展開するとともに、個別の支援や配慮の必要な児童に対しては、

個に応じた支援を行う。 

 

（２） いじめの早期発見のための措置 （いじめ防止対策推進法第 16 条） 

 ① 本校は、いじめを早期に発見するため、在籍する児童に対する定期的な調査その他の必要な措置

を行う。 

【具体的な取組】 

・東京都教育委員会の「ふれあい月間（６月・１１月・２月）」、文京区教育委員会の「いのちと人権

を考える月間（５月・１０月・１月）」を活用し、心のアンケート等の実態調査を行う。 

・毎月視点を定めて、児童の観察を行い、児童の様子を多角的に判定していく。 



・毎日の健康観察、あいさつ、スクールカウンセラーによる面接等を通して、児童の様子を観察する。

また、スクールカウンセラーによる全員面接（本校は５年生）を行い、児童が躊躇することなくス

クールカウンセラーに相談する環境をつくる。 

・担任だけでなく、専科等の教員やスクールカウンセラーとの情報交換を密に行い、児童の様子を把

握していく。 

② 本校は、在籍する児童及びその保護者がいじめに係る相談を行うことができる相談体制を整備す

る。また、相談体制の整備に当たり、家庭、地域社会等との連携の下、いじめを受けた児童の教育

を受ける権利その他の権利利益が擁護されるよう配慮する。 

【具体的な取組】 

・日頃から連絡帳等を活用しながら学級担任と保護者が緊密に情報交換できる体制づくりを行い、児

童のわずかな変化も見逃さないように努める。 

・教員及びＳＣが密に連携をとり、児童の様子等の情報交換を積極的に行い、学校組織としてのいじ

めの兆しを見逃さない体制をつくる。 

（３） いじめ防止等のための対策に努める教職員の資質の向上（いじめ防止対策推進法 18 条） 

 本校は、教職員に対し、いじめの防止等のための対策に関する研修の実施その他のいじめの防止等

のための対策に関する資質の向上に必要な措置を計画的に行う。 

【具体的な取組】 

・「人権教育プログラム（学校教育編；東京都教育委員会）」や「いじめ問題に対応できる力を育てる

ためにーいじめ防止教育プログラム（東京都教育委員会）」、「いじめ対策指針及び対応マニュアル（文

京区教育委員会）」等の関係資料を活用し、いじめ防止のための研修を定期的に行うとともに、管理

職等による指導・助言、情報提供を行い、教職員の資質向上を図る。 

・定期的に実施する「心のアンケート」の聞き取り方について、全教員で同様の対応がとれるように、

聞き方、声のかけ方等を共通理解した上で実態把握を行っていく。その後も職員全体で児童をしっ

かり見守り、問題の解消の確認を定期的に行い、再発を防ぐ。 

・教職員の「いじめの定義」に対する共通理解を行い、行為を受けた児童が心身の苦痛を感じている

場合が「いじめ」に該当する意識をもっていじめを確実に認知する。 

（４） インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進 

（いじめ防止対策推進法 19 条） 

  本校は、児童及びその保護者が、発信された情報の高度の流通性、発信者の匿名性その他のインタ

ーネットを通じて送信される情報の特性を踏まえて、インターネットを通じて行われるいじめを防止

し、及び効果的に対処することができるよう、これらの者に対し、必要な啓発活動を行う。  

【具体的な取組】 

・教科等授業や学校行事、高学年対象のセーフティ教室を活用し、情報モラルに関する啓発を行う。 

・文部科学省や東京都等が発行する啓発資料を活用し、保護者に対する啓発活動を積極的に行う。 

 

３ 駒本小学校におけるいじめ防止等に関する措置 

（１） 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織（いじめ防止対策推進法第 22 条） 

 本校は、いじめの防止等に関する措置を実効性に行うため、本校の複数の教職員、スクールカウン

セラー等、いじめに関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成されるいじめの防止

等の対策のための組織を置く。 

【具体的な取組】 

① いじめ防止対策校内委員会 

・構成員・・・校長、副校長、主幹教諭、生活指導主任、養護教諭、スクールカウンセラー、 

その他関係する教員など 

・開 催・・・事例により臨時開催（定例的な情報交換は、毎週木曜日の生活指導夕会にて） 

・内 容・・・いじめの早期発見をはじめ実態把握に関すること。 

       いじめ防止等に関する対策の立案に関すること。 

       いじめの事案への対応に関すること。 

② いじめ問題対策チーム 

・構成員・・・校長、副校長、主幹教諭、生活指導主任、養護教諭、スクールカウンセラー、関係機関 

など 

・開 催・・・事案により臨時開催 



・内 容・・・いじめの事案への対応に関すること。 

 

（２） いじめに対する措置（いじめ防止対策推進法第 23 条） 

① 本校教職員が児童やその保護者からいじめに係る相談を受けた場合において、いじめの事実があ

ると思われるときは、速やかに管理職へ報告するとともに、事実の有無について確認を行う等、適

切な措置をとる。  

② 事実の確認によりいじめがあったことが確認された場合には、いじめをやめさせ、及びその再

発を防止するため、いじめ防止対策校内委員会によって、いじめを受けた児童又はその保護者に

対する支援及びいじめを行った児童に対する指導又はその保護者に対する助言を継続的に行う。 

③ 上記②の場合において、必要があると認めるときは、いじめを行った児童についていじめを受

けた児童が使用する教室以外の場所において学習を行わせる等、いじめを受けた児童やその他の

児童が安心して教育を受けられるようにするために必要な措置を講ずる。  

④ いじめを受けた児童の保護者といじめを行った児童の保護者との間で争いが起きることのない

よう、いじめの事案に係る情報をこれらの保護者と共有するための措置その他の必要な措置を講

じる。 

⑤ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認められるときは、本区教育委員会の

指導助言のもと、所轄警察署と連携して対処する。  

⑥ 校長及び教員は、当該学校に在籍する児童がいじめを行っている場合であって教育上必要があ

ると認められるときは、学校教育法第 11 条の規定に基づき、適切に、当該児童に対して懲戒を加

える。 

⑦ いじめ関係者への事後指導を適切に行い、問題行動の根本的な解消を目指す。いじめを受けた

児童には徹底的に味方となり、守り通す約束をするとともに支援を継続する。いじめを行った児

童へは孤立感・疎外感を与えることがないようにするなど、一定の教育的配慮を行いながら、本

人の満たされない気持ちなどを聞き取るなど自己肯定感を高める声掛けを行う。傍観したり周囲

にいたりした児童へは振り返りを行うとともに、自らも問題の関係者であることを自覚させ、継

続的な指導を行うとともに集団のエネルギーをプラスの方向に向けていくようにする。  

 

４ 重大事態への対処 

学校の設置者又はその設置する学校による対処（いじめ防止対策推進法第 28 条） 

本校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と

同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、本区教育委員会に報告を行うとともに、指導助言を

受け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を

行う。  

（１） いじめにより児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 
（２） いじめにより児童が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認め

るとき。 
（３） 本校は、上記の規定による調査を行ったとき、当該調査に係るいじめを受けた児童及びその保

護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等、その他の必要な情報を適切に提供する。 

５ 学校評価における留意事項（いじめ防止対策推進法第 34 条） 

学校評価を行う場合、いじめの事実が隠蔽されず、並びにいじめの実態の把握及びいじめに 

対する措置が適切に行われるよう、いじめの早期発見、いじめの再発を防止するための取組等 

について適正に行う。 

 

 


